
東日本旅客鉄道株式会社と日立グループは，これまで，大

規模分散型運行管理システムである東京圏輸送管理システ

ム「ATOS」を共同開発してきた。ATOSは線区を基本単位と

し，中央の指令室と各駅をネットワークで結ぶ分散システム

であり，1996年の中央線でのシステム使用開始以降，首都

圏19線区，300駅にまで拡張した。

多くの鉄道情報制御システムは，計算機技術や能力の制

約もあり，個々のシステム内で開発・機能向上を中心に発達

してきたが，ATOSのカバー範囲が広がり，技術が進歩する

中で，乗客へのさらなるサービス向上が求められている。

今回，乗客へのさらなるサービス向上を実現する二つの

シームレスソリューションをATOSへ提供した。一つはATOS

と他のシステムをシームレスに接続することによる，さらなる列

車運行管理業務のシステム化・改善であり，もう一つは従来

なかった新たな走行経路の列車設定による，乗客サービス向

上に対応したシームレスな旅客案内である。

1．はじめに

わが国では，鉄道輸送は経済活動においてきわめて重要

な位置づけにあり，特に主要路線の列車ダイヤは世界でもま

れに見る高密度である。また，列車の定時運行やダイヤの乱

れが発生した際の迅速な復旧など，安定・安全な列車の運行

は鉄道事業者にとって大きな使命である。

東京圏輸送管理システム「ATOS（Autonomous Decentrali-

zed Transport Operation Control System）」は，東京圏の安全

で安定した列車運行管理と乗客へのサービス向上を目的と

して導入された大規模分散型の列車輸送管理システムであ

る（図1参照）。

ATOSは現在，首都圏19線区に導入され，300駅，総延長

約1,000 km範囲の信号制御の自動化に加え，旅客案内の

自動化，保守作業の管理などを行い，旅客サービスの向上，

指令業務の効率化，保守作業時の安全確保などを実現して

いる（図2参照）。
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注：略語説明　ATOS（Autonomous Decentralized Transport Operation Control System）

図1 乗客へのさらなるサービス向上を実現する東京圏輸送管理システム「ATOS」のシームレスソリューション
自律分散システムとして段階的に線区へ展開してきたATOSは，線区間や他システム間のシームレス化により，さらなる乗客サービスの向上と安定輸送を提供する。
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これだけの大規模なシステムを一度に構築することは困難

であり，開発時のリスクも高くなる。そのため，自律分散の利

点を用いて，1996年の中央線へのシステム使用開始以降，

約10年にわたり，駅・線区といった単位で段階的に構築して

きた。

近年，ATOSのカバー範囲が広がり，技術が進歩する中で，

乗客へのさらなるサービス向上を目的として，ATOSに新たな

ニーズが発生している。これに対応するため，今回，ATOSに

二つのシームレスソリューションを提供した。

一つは，ATOSと他のシステムをシームレスに接続すること

による列車運行管理業務のさらなるシステム化・改善（運行管

理業務のシームレス化）である。もう一つは，従来にはない新

たな走行経路の列車設定による乗客サービス向上に対応し

た，シームレスな旅客案内（乗客サービス向上に向けたシー

ムレス化）である。

ここでは，ATOSに提供した二つのシステムを通じ，シーム

レス化による乗客へのさらなるサービス向上について述べる。

2．サービス向上のシームレスソリューション

2.1 運行管理業務のシームレス化

計算機技術の進歩に伴い，鉄道事業者は運行管理システ

ムといった制御システムの導入だけでなく，より広範囲な情報

制御システムの導入を進めている。車両システム，デジタル列

車無線システム，気象システムがその代表例であり，これらの

システムは，これまでそれぞれのシステム内で開発・機能向上

を中心に発展してきた。

一方，運行管理を行う指令員と車両の運転士や車掌（乗

務員）の間は，列車無線での指示・伝達など，人間系に大き

く依存していた。そのため，ダイヤ乱れ時には，状況確認や

ダイヤ変更の伝達など，指令員と乗務員の間の意思疎通に

多くの時間を要し，負担となっていた。

そこで，運行管理システムと車両システムを連携させる通

告伝達システムを2007年に開発・導入した。これにより，指令

員や信号機といった地上側だけでなく，車両の乗務員まで含

めたシームレスな運行管理が可能となり，指令業務のいっそ

うの効率向上と，さらなる乗客サービス向上が実現した。

2.2 乗客サービス向上に向けたシームレス化

ATOSは大規模システムであるため，段階構築において，

19線区を大きく八つのグループ（指令線区）に分けて構築して

きた。

これまで東京圏における列車運行形態は，基本的に指令

線区内であったため，他指令線区と直通する列車は一部を

除いてほとんど存在せず，他指令線区に対するシステム的な

サポートの必要がなかった。

しかし近年，新たな乗客ニーズに対応した「湘南新宿ライ

ン」や「成田エクスプレス」など，複数の指令線区をまたがって

運行する列車が増加し，他指令線区に対するサポートが求

められるようになってきた。特にダイヤ乱れ時の旅客指令業務

においては，複数指令線区をまたぐ列車に対する入力業務

が増加し，指令員の業務量の増加が問題となっていた。

そこで，線区をまたいだ列車に対する入力業務を自動化し，

同一指令線区内で運行する列車とほぼ同様の操作で旅客指

令業務をスムーズに行える旅客統合サーバを2008年に開発・

導入した。

3．通告伝達システム

3.1 通告伝達システムの概要

指令員と乗務員の間で行う各種連絡や業務指示のうち，

列車運行に関する業務指示は「通告」と呼ばれている。通告

には，ダイヤ変更に関する運転整理通告と，雨風などの悪天候

や安全確保のために臨時に実施される運転規制通告がある。

従来，これらの通告は無線での口頭指示や，指令員から

駅員を介して乗務員に紙を用いて伝達されていた。この伝達

はスムーズな列車運行のために確実に実施する必要がある

が，ダイヤが大きく乱れている場合には，多くの乗務員に伝達

することになるため，負担が非常に大きく，時間を要していた。

今回，ATOSと車両システム，デジタル列車無線システム，

気象システムをシームレスに接続し，これらの業務を自動化す

る通告伝達システムを開発した。

装置の構成を図3に示す。

3.2 通告伝達システムの機能

通告伝達システムは，大きく三つの機能を有している。

（1）運転整理通告
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図2 ATOSの導入範囲
ATOSは，首都圏19線区に導入され，300駅，総延長約1,000 kmの範囲に
おいて，旅客サービスの向上，指令業務の効率化，保守作業における安全の
確保などを実現している。
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ダイヤ変更を輸送指令卓GD（Graphic Display）から入力す

ると，乗務員へ伝達すべき運転整理通告が自動的に通告伝

達システムで作成される。作成された通告は，デジタル列車

無線システムを通じて車両システムに送信され，運転台のモ

ニタに表示される。

（2）運転規制通告

悪天候で雨量・風速・河川の水位などが規制値以上となっ

た場合，「A駅～B駅間，速度規制25 km/h」のような運転規

制が実施される。従来はこれを，A駅～B駅間，または一定時

間以内に規制範囲に到達可能な区間（通告送信対象区間）

を走行する全列車の乗務員に運転規制通告として指令員が

伝達していた。

気象システムには規制情報（観測機と対応する規制範囲

や規制速度）が登録されており，観測機が規制値超過を検

出すると，気象システムは通告伝達システムに規制情報を送

信する。通告伝達システムは，運転規制通告を自動で作成

し，規制範囲と列車の走行状況から，通告を送信すべき列

車を自動的に判定して送信する。

今回，この二つのシステムを接続したことにより，シームレス

な運転規制通告業務のシステム化が実現した。

（3）通告監視

通告は確実に乗務員に伝わることが必須であるが，乗務

員の状況やシステム上の問題によって通告が送信できない

ケースが想定される。そのため，確実な通告伝達ができるよう

に乗務員が通告を読んだという受領確認機能を有している。

通告監視端末は，その時点で，有効な全通告とそれぞれ

の乗務員の受領状況を表示している。

この画面例を図4に示す。

乗務員が通告を読み，車両システム上の受領ボタンを押す

と，受領した情報がデジタル列車無線システムを介して通告

伝達システムに送信され，通告監視端末に表示される。これ

により，指令員は通告の伝達状況を容易に監視することがで

きる。

これらの機能により，通告伝達業務がシームレスにシステム

化され，さらなる指令業務の効率向上・安定輸送確保による

乗客サービスの向上が実現した。

4．旅客統合サーバ

4.1 旅客統合サーバの概要

旅客指令員の入力業務は，実施ダイヤ（制御時刻などの

データ）とペアになっている旅客案内ダイヤ（行き先や両数など

のデータ）をベースに行っている。旅客案内ダイヤは，輸送指

令卓GDからの実施ダイヤ変更入力によって自動変更するこ

とで，指令員の負担を軽減させていたが，指令線区をまたい
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図5 湘南新宿ライン両数変更時のイメージ
東海道本線の輸送指令員が湘南新宿ライン列車番号3650Eの両数を10両
から15両に変更入力した場合，旅客統合サーバにて関連指令線区（横須賀・総
武快速線ほか）の旅客案内ダイヤを自動変更し，各指令線区の実施ダイヤ管理
装置を通じて各駅（旅客案内装置）に送信する。

速度規制範囲 

図4 通告監視端末と輸送指令卓GDの画面例
通告監視端末は通告の受領状況を表示し，輸送指令卓GDは速度規制の表
示を行う。これにより，指令員は通告が確実に伝達されているか監視可能である。
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図3 通告伝達システムの運転規制通告送信例
通告伝達システムは，気象システムから送信される規制情報を受信すると運転
規制通告を作成し，デジタル列車無線システムを経由して対象列車の車両シス
テムに通告を送信する。車両システムは，乗務員がモニタで通告を読むと，通告
伝達システムに受領確認を送信する。通告伝達システムは，受領確認を受信す
ると受領状況を通告監視端末に表示する。
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だ列車の場合は手動による変更入力が必要であった。その

ため，指令線区をまたいだ列車の旅客案内ダイヤの正確性

は，各指令線区の輸送指令卓GDからの入力タイミングに依

存しており，入力の遅れなどによる誤案内を防止する必要が

あった。

今回，各線区の実施ダイヤと旅客案内ダイヤを旅客統合

サーバに統合し，旅客案内ダイヤの管理を指令線区単位か

ら列車単位とすることで指令線区という壁をなくし，自動変更

論理の拡張と組み合わせることで，旅客指令員の手入力を

極小化した（図5参照）。

このシステムのような考え方は，指令線区を基本単位とした

分散システムであるATOSにおいて初めて導入したものである。

4.2 旅客案内ダイヤのシームレス化

まず，各指令線区単位（実施ダイヤ管理装置単位）で管理

している実施ダイヤと，旅客案内ダイヤを旅客統合サーバに

統合した。次に，旅客案内ダイヤの管理を指令線区単位か

ら列車単位に統合するため，列車間のつながりを示す運用

情報を参照してつなぎ合わせた。さらに，行き先情報や編成

情報（両数ほか）など，旅客案内の核となるアイテムを中心に

自動変更論理を拡張し，指令線区をまたぐ列車に適用する

ことで自動化範囲を拡大した。

しかし，実施ダイヤをベースに単純に自動変更するだけで

は，指令員の変更タイミングによって生じる指令線区間のダイ

ヤ矛盾が発生した際に，誤案内となるおそれがある。これを

防止するために，指令線区間のダイヤ矛盾をチェックし，矛盾

発生時には自動変更を止めるとともに，矛盾情報を一覧表示

する機能を付加することで，旅客指令員が誤案内の可能性

があるダイヤを早期に把握し，修正できるように工夫した。

これらの機能により，指令線区をまたいだ列車を含めた旅

客案内ダイヤをシームレス化することで，旅客指令員の負担

軽減と乗客に対する旅客案内情報の精度向上という効果を

上げている。

5．おわりに

ここでは，ATOSに提供した二つのシステムを通じ，シーム

レス化による乗客へのさらなるサービス向上について述べた。

ATOSをはじめ，鉄道システムに対するニーズはますます高

度化・多様化してきている。日立グループは，今後もさまざまな

システムソリューションを提供し，鉄道事業者の発展と鉄道の

利便性の向上に寄与していく考えである。

1）北原，外：超高密度線区向け輸送管理システムの段階的構築，日立評論，
81，3，237～240（1999.3）
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